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次の通り厚生労働省雇用均等・児童家庭局長より通知を受けましたのでご連絡致します。

平成15年10月

社団法人日本産科婦人科学会会長　　野沢　志朗

雇児発第0715002号 
平成15年7月15日 

社団法人日本産科婦人科学会 
会　長　　野沢　志朗殿

厚生労働省雇用均等・児童家庭局長

周産期医療対策整備事業の実施について

標記については、平素から格段の御配意をいただいているところですが、別添平成15年4月21
日雇児発第0421001号で、「周産期医療対策整備事業の実施について」による実施要綱を一部
改正し、各都道府県知事宛通知いたしましたので、各地方部会等への周知徹底を図られますよ
う、また事業の円滑な実施のためにご協力をいただきますようお願いいたします。

（写）

平成15年4月21日 
雇児発第0421001号 

各都道府県知事　殿

厚生労働省雇用均等・児童家庭局長

周産期医療対策整備事業の実施について

標記については、平成8年5月10日児発第488号厚生省児童家庭局長通知「周産期医療対策整備
事業の実施について」の別添「周産期医療対策事業実施要綱」（以下「実施要綱」という。）
により実施されているところであるが、今般、総合周産期母子医療センターの設置を促進し周
産期医療システムの整備促進を図るため、実施要綱の一部を次のとおり改正し平成15年4月1日
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周産期医療対策整備事業の実施について

より適用することとしたので通知する。

記

１　 実施要綱中、「助産婦」を「助産師」に、「保健婦」を「保健士」に、「看護婦
（士）」を「看護師」に、「准看護婦（士）」を「准看護師」に、「厚生大臣」を
「厚生労働大臣」に改める。

２　 実施要綱の別紙「周産期医療システム整備指針」（以下「指針」という。）の第1の
3の（1）のエ中、「第10項」を「第12項」に改める。

３　 指針の第1の6中、「第30条の32」を「第30条の32の2」に改める。
４　 指針の第2の2の（1）のウの（ア）を次のように改める。

（ア） 母体・胎児集中治療管理室及び新生児集中治療管理室の病床数は、都道府県
の人口等に応じ総合周産期母子医療センターとしての適切な病床数を確保す
ることを基本とし、母体・胎児集中治療管理室の病床数は6床以上、新生児
集中治療管理室の病床数は9床以上（12沫以上とすることが望ましい）とす
る。ただし、3次医療圏の人口が概ね100万人以下の場合にあっては、母体・
胎児集中治療管理室の病床数は3床以上、新生児集中治療管理壷の病床数は6
床以上とする。 
なお、両室の病床数については、以下のとおり取扱うものとする。
a
　

母体・胎児集中治療管理室においては、これと同等の機能を有する陣痛室
のべットを含めて数えることとして差し支えない。ただし、この場合、陣
痛室のペットを含めない病床数は6床を下回ることができない。

b
　

新生児集中治療管理室に係る病床数は、新生児用人工換気装置を有する病
床について数えるものとする。

５　 指針の第2の2の（1）のエの（ア）を次のように改める。
（ア） 母体・胎児集中治療管理室

a
　

24時間体制で産科を担当する複数（病床数が6床以下であって別途オン
コールによる対応ができる者が確保されている場合にあっては1名）の医
師が勤務していること。

b
　

母体・胎児集中治療管理室の全病床を通じて常時3床に1名の助産師又は
看護師が勤務していること。

TOP

（改正後全文）

一部改
正

平成8年5月10日
児発第488号
平成11年6月28日
児発第530号
平成15年4月21日
雇児発第0421001号

各都道府県知事　殿

厚生省児童家庭局長
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周産期医療対策整備事業の実施について

周産期医療に係る施設の整備等については、これまで「母子保健医療施設整備事業の実施につい
て」（平成7年4月3日児発第379号児童家庭局長通知）等により実施しているところであるが、周産
期医療に対する需要の増加、適切な周産期医療供給の必要性の拡大専、周産期医療をめぐる諸状況
の変化に的確に対応し、我が国における総合的な周産期医療体制の確立を図り、効果的な周産期医
療システムを構築するため、今般、別添のとおり「周産期医療対策事業実施要綱」を定め、平成8年
4月1日より適用することとしたので通知する。

********************

（別添）

周産期医療対策事業実施要綱 

　

１ 目的
この事業は、診療体制の整備された分娩環境や未熟児に対する最善の対応など、充実
した周産期医療に対する需要の増加に応えるため、地域において妊娠、出産から新生
児に至る高度専門的な医療を効果的に提供する、総合的な周産期医療体制を整備し、
安心して子どもを生み育てることができる環境づくりの推進を図るものである。

２ 実施主体
この事業の実施主体は、都道府県とする。

３　 事業内容
（1） 周産期医療協議会の設置

ア
　

都道府県は、関係行政機関、医療関係団体等をもって構成する周産期医療
協義会を設置するものとする。

イ
　

周産期医療協議会においては、次に掲げる事項に関し、地域の実情に応じ
て検討及び協議を行うものとする。
（ア） 地域の実情に応じた周産期医療体制（総合周産期母子医療セン

ター、地域周産期母子医療センター及び搬送体制）の整備に関する
事項

（イ） 周産期医療情報システムに関する事項
（ウ） 周産期医療関係者の研修に関する事項
（エ） 周産期医療体制整備についての調査に関する事項
（オ） その他周産期医療体制の整備に関し必要な事項

なお、総合周産期母子医療センター、地域周産期母子医療センター
の整備基準については、次の「4　周産期医療システム整備に係る基
本方針」に規定する「周産期医療システム整備指針」においてこれ
を定める。

（2） 周産期医療情報ネットワーク事業
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周産期医療対策整備事業の実施について

ア
　

都道府県は、周産期医療の運営に必要な情報の収集を行い、地域周産期医
療システムの効果的な推進を図る。また、総合周産期母子医療センター等
に、周産期医療情報センターを設置し、医療施設等に対する情報提供、相
談等を行うものとする。

イ 情報の収集
（ア） 収集する情報の種類

-1- 診療科別医師の存否、勤務体制、手術及び処置の可否
-2- 病床の空床状況
-3- 産科医療、新生児医療に関する各種項目
-4- その他センターとして必要な情報

（イ） 情報収集の方法
-1- コンピューター等による収集
-2- 電話、FAX等による収集

ウ 地域周産期医療施設等からの問い合わせに対して医療技術並びに適切な受
入施設の選定、確認及び回答等の情報提供、相談を行う。

（3） 周産期医療関係者研修事業
ア 都道府県は、地域周産期母子医療センター及び地域周産期医療施設等の医

師、助産師、看護師及び准看護師に対し、周産期医療に必要な専門的・基
本的知識、技術を習得させるための研修を行うものとする。

イ 研修の内容は以下のとおりとする。

（ア） 新生児蘇生処置、母体救急処置等、周産期医療に関する基本手技に
関する事項

（イ） 最新の周産期医療技術
（ウ） その他周産期医療に関する必要事項

（4） 周産期医療調査・研究事業
ア 都道府県は、周産期医療システムの確立のために必要な事項について調査

研究を行うものとする。
イ 調査・研究事項は以下のとおりとする。

（ア） 周産期搬送体制（ドクターカーの利用状況を含む0）の現状と地域の
特殊性を考慮した搬送方法の確立

（イ） 周産期情報ネットワークの効果的活用方法及び救急医療情報セン
ターとの連携方法

（ウ） その他周産期医療に関する必要事項

４ 周産期医療システム整備に係る基本方針
都道府県における周産期医療システムの整備に当たっては、別紙「周産期医療システ
ム整備指針」に基づき、周産期医療供給体制の現状、今後の周産期医療需要の推移等
地域の実情を十分勘案しつつ、関係者の意見を十分踏まえた上で行うものとする。

　

TOP

********************

（別紙）
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周産期医療システム整備指針

第１　総論的事項

１ 周産期医療システム整備の趣旨
　我が国の周産期医療は、病院及び診療所をはじめとする施設の整備、医師等の医療従
事者の養成・確保などにより着実な進展をみ、今や乳児死亡率にっいては、世界の最高
水準にあるなど、大きな成果を上げている。また、近年の医療を取り巻く環境には、医
学・医術の進歩による医療の高度化、コンピューター等に関する科学技術の急速な進歩
と普及等大きな変化がみられる。一方、我が国においては、産科分娩施設での人員配置
や検査能力における施設間格差があり、また、平日と夜間及び休日との格差が大きいこ
と、未熟児出生の増加に伴い、新生児医療を担う専門施設の整備が急務となっているこ
と、また、周産期医療の中でも、医師の管理下における母子の救急搬送や医療施設相互
間の連携等情報の伝達が必ずしも十分でないこと、さらに医療施設の機能に応じた整備
が不十分であることなど、周産期医療体制に多くの課題を抱えている。 
このような状況の中で、地域においては、周産期医療に係る人的・物的資源を充実し、
高度な医療を適切に供給する体制を整備することが要請されている。 
　このため、都道府県において、医療関係者等の協力のもとに、地域の実情に即しつ
つ、限られた資源を有効に生かし、将来を見据えた周産期医療システムの整備を図り、
これに基づいて地域における周産期医療の効果的な提供を図るものである。

２ 周産期医療システムの位置付け及び性格
（1） 周産期医療システムは、母子保健法（昭和40年法律第141号）第20条の2に規定

する医療施設の整備の一環として位置付けられるものであり、都道府県において
保健医療関係機関・団体の合意に基づき、周産期医療体制の基本的方向を定めた
上で整備するものである

（2） 周産期医療システムは、充実した周産期医療に対する需要の増加に対応するた
め、周産期に係る保健、医療の総合的なサーゼスの提供を行うものとして整備さ
れる必要がある。

３ 周産期医療システム整備手順
（1） 周産期医療協議会の設置

ア 都道府県は、周産期医療システムを整備するために周産期医療協義会を設置
し、同協議会の意見を十分反映させる。

イ 周産期医療協議会は、周産期医療システムの整備及び推進上重要な関係を有
する者を中心に構成されることが望ましく、例えば、保健医療関係機関・団
体の代表、地域の中核となる周産期医療施設において周産期の診療を現に担
当している医師、学識経験者、都道府県・市町村の代表等により構成するこ
とが適当である。

ウ 周産期医療協議会は、周産期医療体制の内容及びその整備に必要な調査事
項、周産期医療情報システム並びに周産期医療関係者の研修等、周産期医療
体制の確立に必要な事項について協義する。

エ
周産期医療協議会につい七は、医療法（昭和23年法律第205号）第30条の3
第12項に規定する都道府県医療審議会の専門部会として位置付けることを考
慮するなど、都道府県医療協議会と密接な連携を図る。

（2） 総合周産期母子医療センターの指定及び地域周産期母子医療センターの認定
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都道府県は、本指針の各論的事項第2の1に定める施設、設備及び機能等を有する
医療施設を総合周産期母子医療センターとして指定し、地域周産期医療システム
の整備を行う。また、本指針の各論的事項第2の2に定める施設、設備及び機能等
を有する医療施設を地域周産期母子医療センターとして認定し、都道府県におけ
る周産期医療システムの運営に協力を求める。

（3） 周産期医療システム作成後の手続き
周産期医療システムの内容を定めたときは、遅滞なく厚生労働大臣に提出するも
のとする。

（4） 他計画等との関係
周産期医療システムの整備については、医療法第30条の3に基づく医療計画の一
部として位置付けることが望ましい。また、医療確保に関する事項を定めた他の
計画との調和が保たれるようにするとともに、公衆衛生その他周産期医療と密接
に関連を有する施策との連携を図る必要がある。なお、周産期医療システムの基
本的事項を医療計画の一部として位置付けようとする際には、これを受けた個別
具体的な内容を別途定めることができる。

４ 周産期医療システムの整備にかかる調査分析
　周産期医療システムの効果的な整備を促進するためには、地域の周産期医療施設、マ
ンパワーの状況、医療機関の連携状況等を調査するとともに、同調査に基づき、体系的
なシステム構築の在り方を研究、検討することが重要である。 
　このため、都道府県においては、周産期医療システムを整備するに当たり、次の事項
について必要な調査、研究を行うものとする。
（1） 調査事項

ア
　 周産期医療に係る医療施設

所在地、診療科目、診療設備（母体・胎児集中治療管理室、新生児集中治療
管理室、ドクターカーの保有状況）、病床数、分娩数等の診療内容及び診療
体制等

イ 周産期医療に係るマンパワーの状況
医師、薬剤師、助産師、保健師、看護師、准看護師等の数及び勤務体制等

ウ 周産期医療に係る医療機関の連携状況
患者の紹介、病院の開放及び医療機器共同利用の状況、地域における関係団
体の活動状況等

エ 周産期救急医療の実施状況
母体搬送、新生児搬送など周産期救急患者取扱数、救急車出動件数、急患者
搬送状況、救急医療情報システム等

オ その他、周産期医療システムの整備に関し必要な調査事項救
（2） 研究及び検討事項

ア 現在の周産期救急搬送体制（周産期におけるドクターカーの有効な利用体制
を含む。）の問題点と地域甲特殊性を考慮した搬送体制の確立

イ 周産期医療情報ネットワークの確立及び効果的活用方法、救急医療情報セン
ターとの連携方法

ウ 地域周産期母子医療センター、周産期医療施設の医療従事者に対する効果的
な研修体制、対象及び内容等

エ その他周産期医療の整備に関し必要な事項

５ 周産期医療システムの推進に係る留意事項
（1） 適切な推進体制の整備
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周産期医療対策整備事業の実施について

周産期医療システムの推進に当たっては、医療従事者の養成、関係団体との連
携・協力、財政的な裏付け等の条件整備に十分留意し、システムの内容が地域の
実情に即して妥当なものとなるように配慮する。

（2） 医療施設相互間の機能分担及び連携
地域における周産期医療機関、地域周産期母子医療センター及び総合周産期母子
医療センター相互間の緊密な連携を図ることにより、それぞれの施設の果たして
いる機能に応じ適切な医療が供給されるように配慮する。また、患者の重症度や
回復状況等に応じ、適当な医療施設に患者が委ねられるように連携を図る。

（3〉 小児専門医療施設及び特定機能病院の役割
小児専門医療施設及び特定機能病院は、総合周産期母子医療センター、地域周産
期母子医療センター及び関連各科との連携のもとに専門的医療を行い、必要に応
じ医療法第30条の3第2項第2号に規定する区域（以下「3次医療圏」という。）
を越えてこれを提供する

６ 医療計画における留意事項
医療法第30条の3第2項第1号に規定する区域（以下「2次医療圏」という。）における
病院の病床数が、医療計画における定められた当該2次医療圏の必要病床数に既に達し
ているか、又は、当該申請に係る病院の病床数の増加若しくは病床の種別の変更によっ
てこれを越えることとなると認められた場合、医療法第30条の7に規定する勧告の対象
となる。 
しかしながら、総合周産期母子医療センター、地域周産期母子医療センターにおける母
体・胎児集中治療管理室及び新生児集中治療管理室を含む病棟の病床は、その内容及び
2次医療圏の状況によっては、医療法施行規則第30条の32の2第1項第1号の病床に該当
する場合があり、この場合には必要病床数とみなすことができ、勧告の対象から除外さ
れる。

７ 周産期医療システムの見直し
周産期医療システムについては、概ね5年後を目途として検討を加え、必要があると認
める場合には、周産期医療体制の変更等所要の措置を講ずるものとする。

TOP

第二　各論的事項

１ 周産期医療システムの一般的内容
周産期医療システムの整備内容として、以下の事項を定める。
（1） 総合周産期母子医療センター、地域周産期母子医療センターの設置数、設置施

設、診療機能、病床数及び確保すべき医療従事者
（2） 周産期医療情報センターの機能、情報収集・提供及び相談体制
（3） 周産期医療にかかる研修体制、対象及び内容

２ 周産期医療システムの具体的内容
（1） 総合周産期母子医療センター

ア 機　能
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周産期医療対策整備事業の実施について

（ア） 総合周産期母子医療センターとは、相当規模の母体・胎児集中治療
管理室を含む産科病棟及び新生児集中治療管理室を含む新生児病棟
を備え、常時の母体及び新生児搬送受入体制を有し、合併症妊娠、
重症妊娠中寺症、切迫早産、胎児異常等母体又は児におけるリスク
の高い妊娠に対する医療及び高度な新生児医療等の周産期医療を行
うことのできる医療施設をいう。

（イ） 同センターは、主として地域の各周産期医療施設からの搬送を受け
入れるとともに、周産期医療システムの中核として地域の各周産期
医療施設との連携を図る。

（ウ） 同センターは、原則として周産期医療情報センターとしての機能を
有するとともに、他の周産期医療施設の医療従事者に対する研修を
行う。

イ 整備内容
（ア） 施設数

総合周産期母子医療センターは、原則として、三次医療圏に一か所
整備するものとする。 
ただし、都道府県の面積、人口、地勢、交通事情、周産期受療状況
及び医療施設の所在等を考慮し、3次医療圏に複数設置することが
できるものとする。

（イ） 診療科目
総合周産期母子医療センターは、産科及び小児科（母体・胎児集中
治療管理室及び新生児集中治療管理室を有する）、麻酔科その他の
関係診療科目を有するものとする。 
なお、総合周産期母子医療センターに小児外科を有しない場合に
は、小児外科を有する他の施設と緊密な連携を図るものとする。

（ウ） 設備等
総合周産期母子医療センターは、以下の設備を備えるものとする。
a 母体・胎児集中治療管理室

（a） 分娩監視装置
（b） 呼吸循環監視装置

（c） 超音波診断装置（カラードップラー機能を有するものとす
る）

（d） その他母体・胎児集中治療に必要な設備

（e） 母体・胎児集中治療管理室は、必要に応じ個室とするこ
と。

b 新生児集中治療管理室
（a） 新生児用呼吸循環監視装置
（b） 新生児用人工換気装置
（c） 保育器
（d） その他新生児集中治療に必要な設備

c 後方病室

http://www.jsog.or.jp/kaiin/html/infomation/info_20oct2003_1.html (8/12)2007/12/27 1:45:06



周産期医療対策整備事業の実施について

母体・胎児集中治療管理室の後方病室（母体・胎児集中治療管理
室において管理していたもののうち、軽快して管理の程度を緩め
うる状態となった者及び同室にて管理を必要とする状態に移行す
ることが予想されるものの現時点では管理の程度が緩やかでよい
者並びに比較的リスクが低いか又は消失した妊婦、祷婦を収容す
る室を指す。以下同じ。）、及び新生児集中治療管理室の後方病
室（新生児集中治療管理室より退出した児、及び点滴、酸素投与
等の処置を必要とする児を収容する室を指す。以下同じ。）に必
要な設備。

d ドクターカー
医師の監視のもとに母体又は新生児を搬送するために必要な患者
監視装置、人工呼吸器等の医療器械を搭載した周産期医療に利用
しうるドクターカーを必要に応じ整備するものとする。

e 検査機能
血液一般検査、血液凝固系検査、生化学一般検査、血液ガス検
査、エックス線検査、超音波診断装置（カラードップラー機能を
有するものとする。）による検査及び分娩監視装置による連続的
な監視が常時可能であるものとする。

f 輸血の確保
血小板等成分輸血を含めた輸血の供給ルートを常に確保し、緊急
時の大量使用に備えるものとする。

ウ 病床数
（ア） 母体・胎児集中治療管理室及び新生児集中治療管理室の病床数は、

都道府県の人口等に応じ総合周産期母子医療センターとしての適切
な病床数を確保することを基本とし、母体・胎児集中治療管理室の
病床数は6床以上、新生児集中管理室の病床数は9床以上（12床以
上とすることが望ましい）とする。ただし、3次医療圏の人口が概
ね100万人以下の場合にあっては、母体・胎児集中治療管理室の病
床数は3床以上、新生児集中治療管理室の病床数は6床以上とする。 
なお、両室の病床数については、以下のとおり取扱うものとする。
a 母体・胎児集中治療管理室においては、これと同等の機能を有す

る陣痛室のペットを含めて数えることとして差し支えない。ただ
し、この場合、陣痛室のペットを含めない病床数は6床を下回る
ことができない。

b 新生児集中治療管理室に係る病床数は、新生児用人工換気装置を
有する病床について数えるものとする。

（イ） 母体・胎児集中治療管理室の後方病室は、母体・胎児集中治療管理
室の2倍以上の病床数を有することが望ましい。

（ウ） 新生児集中治療管理室の後方病室は、新生児集中治療管理室の2倍
以上の病床数を有することが望ましい。

エ 医療従事者
母体・胎児集中治療管理室及び新生児集中治療管理室は、24時間診療体制
を適切に確保するために必要な以下の職員を確保することが望ましい。
（ア） 母体・胎児集中治療管理室

a 24時間体制で産科を担当する複数（病床数が6床以下であって別
途オンコールによる対応ができる者が確保されている場合にあっ
ては1名）の医師が勤務していること。

b 母体・胎児集中治療管理室の全病床を通じて常時3床に1人の助産
師又は看護師が勤務していること。
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周産期医療対策整備事業の実施について

（イ） 新生児集中治療管理室
a 24時間体制で常時新生児を担当する医師が勤務していること。
b 常時3床に1名の看護師が勤務していること。

（ウ） 新生児集中治療管理室の後方病室
常時8床に1名の看護師が勤務していること。

（エ） 分娩室
助産師、看護師が病棟とは独立して勤務することを原則とする。 
ただし、母体・胎児集中治療管理室の勤務を兼ねることは差し支え
ない。

オ 周産期医療情報センター
総合周産期母子医療センター等に、周産期医療情報センターを設置し、地
域周産期母子医療センターと電話回線等により接続することにより、周産
期医療システムの運営に必要な情報の収集を行うとともに、医療施設、地
域住民等に対する情報提供、相談等を行う。 
なお、本システムで収集された情報のうち、周産期医療の状況把握に必要
と認められる情報について項目を定め、定期的に収集するとともに、これ
を周産期医療協議会へ報告し、同協議会において協義の上、医療機関等に
公表するものとする。
（ア） 整備内容

a 周産期救急情報システム（必置）
周産期医療に関する静療科別医師の存否及び勤務状況、病床の空
床状況、手術、検査及び処置の可否、重症例の受入れ可能状況並
びに搬送に出向く医師の存否等に関する情報を収集、提供する。

b 周産期医療情報システム
周産期救急情報システムに加え、産科及び新生児の医療に関する
各種情報を収集整備し、地域における周産期医療のデータ解析、
評価を行うシステムを整備するよう努める。

（イ） 情報収集の方法
a コンピューター等による収集（毎日定時及び随時必要なもの）
b 電話、FAX等による収集（情報の変動が比較的少ないもの）

（ウ） 情報提供及び相談
地域の周産期医療関連施設に対し、以下の情報提供及び相談を行
う。

a 周産期医療に関する基礎的知識、最新の技術及び医療機関から依
頼された検査の結果

b 適切な受け入れ施設の選定、確認及び回答等
力 周産期医療関係者研修

都道府県は、総合周産期母子医療センターにおいて、地域周産期母子医療
センター、地域医療機関等の医師、助産師、看護師及び准看護師に対し、
周産期医療に必要な専門的・基礎的知識、技術を習得させるため、到達目
標を定め、その研修を行う。
（ア） 目　標

a 周産期医療に必要とされる基本的な知識、技術を習得させる。

b 緊急を要する患者に対する的確な判断力及び高度な技術を習得さ
せる。

c 地域周産期母子医療センターの医師に対しては、最新の医学的技
術を習得させる。

（イ） 研修の内容
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a 産　科
（a） 胎児及び母体の状況の適切な把握と迅速な対応
（b） 産科ショックとその対策
（c） 妊産婦死亡とその防止対策
（d） 帝王切開の問題点

b 新生児
（a） 新生児蘇生法
（b） 新生児の緊急手術
（c） ハイリスク新生児の迅速な診断
（d） 新生児管理の実際
（e） 退院後の保健指導等

（2） 地域周産期母子医療センター
ア 機　能

（ア） 地域周産期母子医療センターとは、産科及び小児科（新生児診療を
担当するもの。）等を備え、周産期に係る比較的高度な医療行為を
行うことができる医療施設をいう。

（イ） 同センターは、地域における周産期医療施設と連携を図り、入院及
び分娩に関する連絡調整を行うことが望ましい。

イ 整備内容
（ア） 施設数

地域周産期母子医療センターは、総合周産期母子医療センター1か
所に対して数か所の割合で設けるものとし、1つ又は複数の2次医療
圏に1か所ないし必要に応じそれ以上設けることが望ましい。

（イ） 診療科目
産科及び小児科（新生児診療を担当するもの。）を有するものと
し、麻酔科及びその他関連各科を有することが望ましい。

（ウ） 設　備
a 産科には、緊急帝王切開術等高度な医療を提供することのできる

施設及び以下の設備を備えることが望ましい。
（a） 分娩監視装置
（b） 超音波診断装置
（c） 微量輸液装置
（d） その他産科医療に必要な設備

b 小児科等には新生児病室を有し、次に掲げる設備を備える新生児
集中治療管理室を設けることが望ましい。
（a） 新生児用呼吸循環監視装置
（b） 新生児用人工換気装置
（c） 保育器
（d） その他新生児集中治療に必要な設備

（エ） 医療従事者
以下の医療従事者を配置するよう努めることが望ましい。
a 産科及び小児科（新生児診療を担当するもの。）は、それぞれ24

時間体制を確保するために必要な職員
b 産科については、帝王切開術が必要な場合30分以内に児の娩出が

可能となるような医師及びその他の各種職員
c 新生児病室には、以下の職員

（a） 24時間体制で小児科を担当する医師が勤務していること。
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（b） 新生児集中治療管理室には、常時3床に1名の看護師が勤務
していること。

（c） 後方病室には、常時8床に1名の看護師が勤務しているこ
と。

ウ 連携機能
地域周産期母子医療センターは、産科に係る開放型病床を保有するなど、
地域の周産期医療施設との連携機能を有し、症例検討会等を開催すること
が望ましい。

TOP
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平成平成1717年年66月月22日日 日本麻酔科学会第日本麻酔科学会第5252回回学術集会学術集会
シンポジウムシンポジウム33「日本の産科麻酔」「日本の産科麻酔」

これからの産科麻酔に求められるものこれからの産科麻酔に求められるもの

東京女子医科大学東京女子医科大学

産婦人科・母子総合医療センター産婦人科・母子総合医療センター

松田義雄松田義雄

総合周産期母子医療センターの所在地総合周産期母子医療センターの所在地
（平成（平成1616年年66月現在）月現在）
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2

緊急帝王切開の現状緊急帝王切開の現状
-- 特に麻酔特に麻酔, , 体制の問題点を中心に体制の問題点を中心に ––

アンケート依頼施設アンケート依頼施設：：2828施設施設

総合周産期母子医療センター（総合周産期母子医療センター（2525施設）もしくはそれに相当する施設（施設）もしくはそれに相当する施設（33施設）施設）

大学病院大学病院 1010施設施設

公立病院公立病院 1010施設施設

その他（日赤病院他）その他（日赤病院他） 88施設施設

平成平成1313年年11--1212月月

分娩数分娩数 1952219522

帝王切開数帝王切開数 57035703 (29.2(29.2％％))

研究協力者：研究協力者：

埼玉医科大学総合医療センター埼玉医科大学総合医療センター
総合周産期母子医療センター総合周産期母子医療センター 麻酔科麻酔科 照井克生照井克生

麻酔担当医麻酔担当医

麻酔科医が担当麻酔科医が担当 2424 施設施設

センター常勤の麻酔科医センター常勤の麻酔科医 11

施設内兼任の麻酔科医施設内兼任の麻酔科医 23   23   

時と場合により産科医が担当時と場合により産科医が担当 4  4  施設施設
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緊急帝王切開の場所緊急帝王切開の場所

中央手術室
（n=18）

中央手術室
（n=18）

産科手術室
(n=4)

産科手術室
(n=4)

手術室時に
産科手術室 (n=3)

手術室時に
産科手術室 (n=3)

手術室時に分娩室 (n=2)手術室時に分娩室 (n=2)

産科手術室
時に分娩室 (n=1)

産科手術室
時に分娩室 (n=1)

緊急帝王切開の準備に緊急帝王切開の準備に3030分以上かかる施設分以上かかる施設

日勤帯日勤帯 夜間帯夜間帯 日祭日日祭日

大学病院大学病院 00 00 00

公立病院公立病院 00 22 22

その他その他 22 44 44

計計 22 66 66

※※ 総合周産期特定集中治療室総合周産期特定集中治療室(MFICU)(MFICU)管理の施設基準管理の施設基準

帝王切開が必要な場合帝王切開が必要な場合, 30, 30分以内に児の娩出が可能となるよう分以内に児の娩出が可能となるよう,,
医師その他の各職員が配置されていること医師その他の各職員が配置されていること
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小小 括括

周産期センターでの緊急帝王切開の現状を周産期センターでの緊急帝王切開の現状を, 28, 28施設の回答から分析施設の回答から分析

・産科医による麻酔・産科医による麻酔 44施設（施設（14.314.3％％））

・分娩室での帝王切開・分娩室での帝王切開 33施設（施設（10.710.7％％））

・夜間帯や日祭日で・夜間帯や日祭日で, , 緊急帝王切開の緊急帝王切開の
準備に準備に3030分以上かかる施設分以上かかる施設

66施設（施設（21.421.4％％))

問題と考えられた症例（公立病院）問題と考えられた症例（公立病院）

症例症例 ：： 妊娠妊娠3434週週, , 双胎第１児遷延性徐脈双胎第１児遷延性徐脈
帝王切開の場合帝王切開の場合, , 筋弛緩剤等の筋弛緩剤等の全身麻酔全身麻酔用薬品が麻酔科管理であったため用薬品が麻酔科管理であったため

麻酔科の到着を待たざるを得ずその間に胎内死亡となった麻酔科の到着を待たざるを得ずその間に胎内死亡となった
緊急で行おうとした腰椎麻酔も不成功であった緊急で行おうとした腰椎麻酔も不成功であった

分娩様式分娩様式 ：： 帝王切開帝王切開
麻酔方法麻酔方法 ：： 全身麻酔全身麻酔

出生時の状況出生時の状況 ：： 体重体重15181518ｇｇ, Apgar score (0, Apgar score (0--0)0)
第２児は第２児は2,006 g2,006 g、、Apgar score (8Apgar score (8--9)9) pH 7.338pH 7.338

予後予後 ：： 新生児死亡新生児死亡

コメントコメント ：： 人的要因：麻酔科側人的要因：麻酔科側

施設要因：全麻用施設要因：全麻用のの薬剤が麻酔科管理（金庫）となっていたため薬剤が麻酔科管理（金庫）となっていたため, , 
麻酔科医不在で全身麻酔ができなかった麻酔科医不在で全身麻酔ができなかった

時間要因：麻酔科の到着に時間を要した点時間要因：麻酔科の到着に時間を要した点

その他：最近その他：最近, , 麻酔薬の管理体制が替わっていたことを麻酔薬の管理体制が替わっていたことを
確認していなかった確認していなかった
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